
○ 事務組織  

【現状】   

○ 厚生年金、各共済年金は、それぞれ独立した公的年金制度となってお   

り、年金事務は基本的にそれぞれの保険者組織で実施している。  

保険者  

社会保険庁  ○ 厚生年金   

国家公務員共済組合連合会  ○ 国共済   

地方公務員共済組合連合会  

68共済組合   

地方職員共済組合（1組合47支部）   

公立学校共済組合（1組合47支部）   

警察共済組合（1組合49支部）   

東京都職員共済組合（1組合）   

指定都市職員共済組合（10組合）   

市町村職員共済組合（47組合）   

都市職員共済組合（7組合）  

○ 地共済  

○ 私学共済  日本私立学校振興・共済事業団  

○ 被用者年金の年金個人記録は、各制度でそれぞれ管理しており、被用   

者年金の額を知るためには、それぞれの制度の窓口に問い合わせること   

が必要である。  
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金額（兆円）   時点   参照指標   典   

平成18年  
NOMURA－BPI  

国内債券   490．7  総合  
野村欝券  

1■0月3・1日  
（時価総額）  

金融研究所   

国内株式   497．8   
平成18年  東証一部  

1′1月20日  （時価総額）   
東京証券取引所   

（注1）NOM岬虹BPt総合：残存期間1年以上、残存額面10億円以上の日本国内で発行される固定金利の閂建公募債券。（国債、地方債、政   
保債、金融債、事業債、円建外債、MBSの種別がある。）事業債・円建外債などに対しては、A椿相当以上の格付けを取得してし†ることを   
条件にしている。   

（注2）国内債券の時価総額は、‘NOMURA－BPIの額面に時価単価を乗じて得た額。   



被用者年金各制度の積立金運用について  

厚生年金   
国家公務員共済組合   

地方公務員共済組合   
私立学校  

連 教職員共済   

積立金の額  38．8兆円  
（H17年度末  132．4兆円   8．8兆円  

〔誓芸荒縄呈‡：≡ヨ巨岩〕   
3．3兆円   

簿価）  

○専ら被保険者の利益のために、安  
○組合員の福祉の増進又は地方公  

運用の目的   全かつ効率的に行う。   じ、安全かつ効率的に行う。  
共団体の行政の目的の実現に資す  

るように、安全かつ効率的に行う。   

運用上の予定  
地方公務員共済組合連合会   

運用利回り   
3．37％   2．5％  

3．21％   
2．1％   

地方公務員共済組合連合会  

国内債券 67％   国内債券 78％  国内債券64％   国内債券 53％  
国内株式11   国内株式   5   国内株式14   国内株式  6  

基本的な資                            外国債券   8   外国債券   0   外国債券10   
産構成割合  外国株式 9  

外国債券  6  
外国株式 5  外国株式11  外国株式6  
貸付金  6  貸付金24  
不動産  3  

短期資産5  短期資産 3  短期資産1  短期資産5  



積立金運用に係る資産構成割合  （平成17年度末）単位：％（カツコ内：億円）  

【’－‘仙【叩  

（基本ポ「トフォ胚平成20年度実現）  
回  凹  回  回  回  

了1や行．1甲舶3卜  

厚年  
11．8  5．7  5．0  

預託金31．2（504，163）  財痩使、1如（dd8，538）  
（－89，789）      （75，51  ）  

l  

l  

】  

』運用以外ム      合）                       50．2（市   塵用資産ふ全  k直に占めるさ  

回 
国共済  82二9 （7年，297）  

※こ分 
翫金51・1（仰4） 

2．2 市運用22■7（岬）  ．8  

回  
3．3  

l   【  

l  

《只1 ）  

地方債   不動産  

地共済  1・0（4，181）0・（3・341）  64・5  （如草加  13．9  6．5  8．6  6．5  

公 準由ヰ云・0（56）轡  （57，862）  （27．036）     （35，546）       （27，156  

預託金 ．0（4，000）  6。8， 

不動   
学共済  3・3（1，129）  

［司  

鱒■8 （2こ坤1P）  

回  
9．1  

回  
8．2  

回  回  
8．9  5．0  

′ 
（3，152）  （2，837）       （3，108）       1，723）  

7， 
市場運抽1（1鵬ト  

l  

26二7   

積立金総額  

上段：簿価鏡  

下段：時価綾  

132．4兆円  
140．3兆円  

8．8兆円  
9．2兆円  

38．8兆円  
41．5兆円  

3．3兆円  
3．5兆円   

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％  100％  

□国内債券口国内株式口外国債券口外国株式□短期資産  

（注1氾の中の数値は、基本的な資産構成割合（ポートフォリオ）を記載。（単位：％）  

（注2）カツコ内の数値は、時価額を記載。ただし、地共済の国内債券の内訳については簿価額を記載し、時価放と簿価額の差は市場運用部分で調整。  

（注3）厚年のH17年度末の資産額には、国年の積立金額及び旧年金福祉事業団からの承継資産額を含む。  
（注4）端数処理のため計数が一致しない箇所がある。  



共済の独自運用について（平成17年度）  

国家公務員共済組合連合会  地方公務員共済組合  私立学校数職員共済  

○財投改革により預  ○財政融資資金への預託義務  ○財政融資資金への預託義務  ○政府保証債による運用義務   

託義務は廃止。   （積立金額の34％）  （警察共済組合の積立金増加見込額の    （長期勘定の資産増加額の3分の1）   

○年金積立金による  29，591億円  
うち、国の職員に係る額の30％）  2，817億円  

財投債の引受。（平  
4，000億円  

成19年度まで）  ※義務以外も含めた預託金総額  ○地方債・公営企業金融公庫債の購入努  

47，004億円    力義務（積立金増加額の30％）   

地方債 4，181億円   

公庫債41，154億円  

○福祉事業（組合員への貸付、その他福祉事業への貸付）等への貸付金運用  

【貸付金額（平成17年度）】  （単位：億円）  

組合員への貸付  
その他福祉事業へ   

の貸付   
助成勘定への貸付  総 額  

国共済連 7，214  1，184  8，398  

地 共 済   35．365  1，273  36，638  

私学共済   1，136  658   
（私学助成）   

3，537  
5．331  

）時価額を記載。ただし、地共済については簿価額。 注2）端数処理のため計数が一致しない箇所がある。  

出典：平成17年度事業年報、平成17年度財務諸表  



被用者年金一元化の閣議決定（18．4．28）について（概要）  

【被用者年金制度の一元化の趣旨】   

被用者年金制度の一元化については、平成16年年金制度改正法附則の規  

定を踏まえ公的年金制度の一元化を展望しつつ、今後の制度の成熟化や少  

子・高齢化の一層の進展等に備え、年金財政の範囲を拡大して制度の安定性  

を高めるとともに、民間被用者、公務員を通じ、将来に向けて、同一の報酬  

であれば同一の保険料を負担し、同一の公的年金給付を受けるという公平性  

を確保することにより、公的年金全体に対する国民の信頼を高めるため、共  

済年金制度を厚生年金保険制度に合わせる方向を基本として行う。  

【主な内容】  

（1）共済年金の1・2階部分の保険料率について、平成22年以降、今後廃  

止される3階部分も含めた率からスタートして、厚生年金と同じ  

0．354％ずつ引き上げ、平成30年（私学は平成39年）に厚生年金（18．3％）  

に統一。  

（2）共済年金にある遺族年金の転給制度を廃止するなど、制度的な差異につ  

いては、基本的に厚生年金に揃えて解消。  

（3）・共済年金にある公的年金としての3階部分（職域部分）を廃止。  

1人事院による諸外国の公務員年金や民間企業の企業年金及び退織金の  

実態調査を踏まえ、新たな公務員制度としての仕組みを制度設計。  

（4）追加糞用の削減のため、税財源である恩給期間に係る給付について、本  

人負担の差（恩給2％、発足時の共済年金4．4％）に着目して27％  

引下げ（＝（4．4％－2．0％）／8．8％）。ただし、一定の配慮措置（給付額に対  

する減額率≦10％、減額後の給付額≧250万円）を講じる。  

0 4月28日の閣議決定以降、残された課題である以下の事項について、引   

き続き検討を進めているところ。  

※法案提出までに更に検討すべき主な事項  

・個々の制度的差異の解消  

・新たな公務員制度としての仕組みの制度設計  

・追加責用減額の施行時期等  

・追加費用に関する郵政公社、旧三公社等の取扱い   

一文官恩給の引下げ措置の内容  

・制度体系・事務組織・積立金の運用主体の在り方  

以上   
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被用者年金制度の一元化等に関する基本方針について  

平成18年4月28  

閣 議 決   

被用者年金制度の一元化については、平成16年年金制度改正法附則の規定  

を踏まえ公的年金制度の一元化を展望しつつ、今後の制度の成熟化や少子・  

高齢化の一層の進展等に備え、年金財政の範囲を拡大して制度の安定性を高  

めるとともに、民間被用者、公務員を通じ、将来に向けて、同一の報酬であ  

れば同一の保険料を負担し、同一の公的年金給付を受けるという公平性を確  

保することにより、公的年金全体に対する国民の信頼を高めるため、共済年  

金制度を厚生年金保険制度に合わせる方向を基本として、次に掲げるところ  

により、これを行うものとする。  

1．被用者年金制度の保険料率の統一  

（1）現行の国家公務員共済組合、地方公務員共済組合及び私立学校教職員   

共済（以下「各共済年金」という。）の被用者年金制度に共通する給付（以   

下「1・2階部分」という。）に係る保険料率を、次の①から③により厚   

生年金保険の保険料率に統一する。  

① 国家公務員共済組合及び地方公務員共済組合（以下「公務員共済」   

という。）の保険料率が統一される翌年の平成22年から、1・2階部   

分の保険料率の統一を開始する。  

② 現行の職域部分（3階部分）を廃止することを踏まえ（4．（1）参照）、   

平成22年以降は、それまで職域部分（3階部分）に対応する保険料とし   

て予定されていた部分の保険料率も含めて1・2階部分の保険料率と   

し、その率から厚生年金保険と同様に、毎年0．354％ずつ引き上げ、  
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公務員共済については平成30年、私立学校教職員共済（以下「私学共  

済」という。）については平成39年に厚生年金保険の保険料率（18．3％）  

に統一する。  

③ 加入者及び事業主（国・地方公共団体及び学校法人等）にとって急激   

な保険料負担増とならないよう、各共済年金の1・2階部分の新たな   

保険料負担の一部は、積立金を活用して負担する（2．参照）。  

（2）私学共済で別途徴収している年金事務費掛金については、統一される   

1・2階部分の保険料率に含まれるものとする。  

2．積立金の仕分け  

（1）各共済年金が保有している積立金については、厚生年金保険の積立金   

の水準に見合った額を仕分け、これを厚生年金保険の積立金とともに被   

用者年金制度の1・2階部分の共通財源に供する。具体的には、各共済   

年金の保険料で賄われる1・2階部分の支出に対して何年分に当たるか   

の水準が、厚生年金保険における当該水準と同一になるよう、各共済年   

金の積立金から、共通財源に供する積立金を仕分ける。  

（2）上記（1）により1・2階部分の共通財源に供する積立金を仕分けた   

後に各共済年金の財源として残る積立金を、現行の職域部分（3階部分）   

の廃止前の期間に係る給付費（既裁定年金及び未裁定の過去期間分（4．   

（2）参照））に充てる。  

（3）その上で、更に各共済年金の財源として残る積立金については、1．   

（1）③及び4．（3）（4）のための原資に活用する。  
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3．追加費用等  

（1）国民負担を抑制する観点から税負担による追加費用を減額するため、   

公務員共済における恩給期間に係る給付について、恩給期間と共済年金   

制度発足時との負担の差に着目し、負担に見合った水準に減額する。た   

だし、受給者に係る生活の安定確保及び財産権の保障等の観点から、減   

額に当たって一定の配慮を行う。  

（2）以上の考え方に基づき、税負担を財源とする恩給期間に係る給付につ   

いて、次の①及てノ唱）により減額する。  

① 共済年金制度発足時の本人負担（対俸給8．8％の保険料のうち本人負   

担分4．4％）よりも低い恩給期間の本人負担（恩給納金として対俸給   

2．0％）に見合った給付水準とするため、恩給期間に係る給付について、   

27％減額する。  

② ただし、恩給期間と社会保険方式による公務員共済期間の合計に係   

る給付について、  

ア）給付額に対する引下げ額の割合が10％を上回らないこととする   

イ）減額により、給付額が250万円を下回らないこととする   

との措置を講じる。  

（3）文官恩給についても、上記（1）（2）との均衡を考慮した給付水準の   

引下げ措置を講じる。  

（4）税負担ではない国家公務員共済組合の郵政公社分及び厚生年金保険に   

統合した旧三公社等における追加費用について、税負担による追加費用   

と同様の取扱いとするかどうかは、更に検討する。  
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4．職域部分  

（1）現行の公的年金としての職域部分（3階部分）は、平成22年に廃止する。  

（2）現行制度に基づく既裁定年金の給付については存続する。ただし、追   

加費用による職域相当分については、3．（1）による減額の対象に含め   

る。未裁定者については、これまでの加入期間に応じた鮒を行うこと   
を基本としつつ、公務員共済については下記（3）の仕組みの制度設計   

を踏まえて検討する。  

（3）新たに公務員制度としての仕組みを設けることとし、この仕組みにつ   

いては、人事院において諸外国の公務員年金や民間の企業年金及び退職   

金の実態について調査を実施し、その結果を踏まえ制度設計を行う。  

（4）私学共済については、別途、廃止する現行の職域部分（3階部分）に代   

わる新たな年金を設けることを検討する。  

5．積立金の管理・運用  

（1）各共済年金の1・2階部分と厚生年金保険の積立金は、被用者年金制   

度の共通財源として一元的に管理・運用することを基本とし、運用利回   

り、基本的な資産構成割合、評価方法等の運用ルールは統一する。  

運用主体の在り方については、資金規模やその市場影響をどのように   

考えるか等の観点から、更に検討する。  

（2）各共済年金の貸付等の独自運用については、その果たしている役割や   

運用の観点に立った評価等を踏まえ、必要な範囲で確保する方策を講じ   

る。  
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6．制度的な差異の取扱い  

（1）1・2階部分において各共済年金と厚生年金保険の制度が異なる点につ   

いては、次のとおり各共済年金と厚生年金保険を揃える。  

① 共済年金における遺族年金の転給制度については、厚生年金保険に   

合わせて廃止する。  

② 厚生年金保険に合わせて、共済年金に被保険者資格の年齢制限及び   

障害給付に当たっての保険料納付要件を設ける。  

③ 老齢給付及び障害給付に係る在職中の支給額の減額（支給停止）につ   

いては、制度を統一する。これにより、60歳台前半の退職した公務員   

が厚生年金保険被保険者となる場合の減額について、60歳台前半の民   

間被用者に適用される、より厳しい減額方法とする。  

（2）制度的な差異が解消する時期が明らかな次の経過措置については、存   

置する。  

① 厚生年金保険における女子の支給開始年齢  

② 共済年金における60歳前の繰上げ支給  

（3）その他の制度が異なる点については、上記（1）（2）の取扱いに準じ   

て個々に検討する。  

7．事務組織等  

（1）事務組織等の取扱いについては、被用者全体での年金財政の一本化を   

前提とし、一元化にふさわしく、無駄のない効率的なものとする観点か   

ら、更に検討する。  

（2）事務組織の在り方にかかわらず、年金相談等の情報共有化を推進する。  

一31－   



「被用者年金制度の一元化等に関する基本方針について」  

（平成18年4月28日閣議決定）に関する参考資料  

○ これまでの経緯  

○ 平成9年度旧公企業体（JR，JT，NTT）共済組合を厚生年金に統合  

○ 平成13年3月 閣議決定「公的年金制度の一元化の推進について」  

1．公的年金制度の一元化については、財政単位の拡大及び共通部分につ  

いての費用負担の平準化を図ること基本として、統一的な枠組みの形成   

を推進することとし、当面、以下のような対応を進める。  

① 農林漁業団体職員共済組合：平成14年度に厚生年金に統合  

② 国家公務員共済組合及び地方公務員共済組合：両制度の財政単位の   

一元化  

③ 私学学校教職員共済：次期財政再計算時からの保険料引上げの前倒   

しの検討、被用者年金制度における位置付けについての検討  

2．さらに、被用者年金制度の統十的な枠組みの形成を図るために、厚生  

年金保険等との財政単位の一元化も含め、更なる財政単位の拡大と費用  

負担の平準化を図るための方策について、被用者年金制度が成熟してい   

く21世紀初頭の間に結論が得られるよう検討を急ぐ。  

○ 平成16年年金改正法附則第3条第2項  

「前項の公的年金制度についての見直しを行うに当たっては、公的年金制度の  

一元化を展望し、体系の在り方について検討を行うものとする。」  

○ 平成17年9月28日 総理（衆）本会議答弁  

「既に、被用者年金の一元化に向け、制度間における給付や負担の水準の相違  

等、被用者年金制度の一元化を進めるに当たって検討すべき様々な課題につい  

て幅広く議論し、その処理方針をできる限り早く、取りまとめるよう指示した  

ところであります。」  
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年 金 制 度 の 体 系  
（数値は、注釈のない限り平成18年3月末）  

第2号被保険者  

の  

被扶養配偶者  
〔  〕〔 

自営業者等〕 〔  民間サ汁マン  〕〔公務員等〕  

」1′092万人 1  2′190万人  （3′766）万人  

第3号被保険者  第1号被保険者   第2号被保険者等  

※厚生年金基金、確定給付企業年金、適格退職年金及び私学共済年金の加入者は、   

確定拠出年金（企業型）にも加入できる。  

※国民年金基金の加入員は、確定拠出年金（個人型）にも加入できる。  

※適格退職年金については、平成23年度末までに他の企業年金等に移行。  

※第2号被保険者等は、被用者年金被保険者のことをいう（第2号被保険者のほか、   

65歳以上で老齢又は退職を支給事由とする年金給付の受給権を有する者を含む。）。  

※0内の数値は、時点が異なる数値を単純に合計して得られた暫定値。   

（7′049万人）  



○ 被用者年金制度の保険料率の統一  

【現状】  

○ 各制度に共通する給付（1・2階部分）に係る保険料率  

厚生年金   国共済   地共済   私学共済   

2006年度  

（H18）   

14．642   13．6   13．0   10．2   

将  来   18．3   16．5～16．8  16．2～16．6  

2017年度以降   2020年度以降  2027年度以降  

（H29～）   （H32～）  （H39～）   

＊社会保障審議会年金数理部会資料より  

【基本方針】  

⇒ 「被用者年金制度の一元化等に関する基本方針について」における具体的  

な保険料率統一スケジュールのイメージについては別紙参照  

－34－   



保険料水準の統一スケジュール（公務員共済）  
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保険料水準の統一スケジュール（私学共済）  
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金の仕分け  

【現状】  

○ 各制度の保有する積立金  

（平成17年度末：簿価ベース）  

制度   積立金額   備考   

厚生年金   約132．4兆円   ＊代行部分を含まない   

国共済   約   8．8兆円   

地共済   約 38．8兆円   ＊3階部分を含む   

私学共済   約   3．3兆円   

（※⇒他に付属資料P②参照）  

【基本方針】  

⇒ 「被用者年金制度の一元化等に関する基本方針について」における積立金  

の具体的な仕分けの考え方については別紙参照  

－37－   



積立金の仕分けについて  

○ 現在の共済年金は、1・2階部分と3階部分が一体の年金財政になっているため、   

積立金も1・2階部分と3階部分の区分がないが、被用者年金の一元化に際しては、  

1・2階部分の給付のみを行っている厚生年金の積立金の水準に見合った額を1・2   

階部分の給付に充てられるべき積立金として明確に仕分ける必要がある。  

○ この場合、厚生年金とのバランスを確保するため、保険料で賄われる1・2階部分の   

年間の支出に対比して何年分を保有しているかという積立金の水準が揃うように、1・   

2階部分の積立金を仕分けることとする。   



共済年金の職域相当部分について  

－ 40年加入の場合 －  

［共 済 年 金］  ［厚 生 年 金］  

（企 業 年 金）  200  職域相当観 20，115H  8．7％  
（330120円×1．5／1000×40年×1．031×0．985）  

退職共済年金（報酬比例年金）  夫  

100，575円  
（同左）  

老齢基礎年金  
66，008円  

老齢基礎年金   妻  

66，008円   

合計  232，592円  

※ 平成18年度価格   

（注1）年金額は、平成12年改正前の算定方式による従前額。平成6年時点における男   
子の推計平均標準報酬330，120円（360，000円×0．917）を年金算定上の報酬額とし   
て計算したものであり、職域相当額は、これをもとに機械的に計算したもの。   

（注2）職域相当部分は、民間において、厚生年金基金や適格退職年金などの種々の   
企業年金が相当程度普及している点も考慮するとともに、公務の能率的運営に資   
するという観点から、公務員の身分上の制約等が課されていること等を踏まえ、公   
務員の退職後の生活の安定に寄与する目的で昭和61年に設けられたものであ  

る。   

（注3）職域相当額については、その責用を負担する現職者の負担の限度、年金受給   
者と貴用負担者の世代間のバランスの維持等から、厚生年金相当部分の2割程   
度、．基礎年金を含めた公的年金全体の8％程度（国共済の17年度の平均支給額   
は1．4万円）を上積み（労使折半負担）することとしたものである。   

（注4）私学共済については、国共済に準じた給付設計がなされている。  

－39－   



遺族共済年金の転給制度 に つ い て  

● 遺族共済年金を受給することができる「遺族」は、死亡の当時その者に   

よって生計を維持していた配偶者、子、父母、孫及び祖父母とされており、   

遺族共済年金を受給する順位は次のとおりとされている。（厚生年金と同   
じ。）  

（彰 配偶者及び子  

② 父母  

③ 孫  

④ 祖父母  

● 先順位者が失権した場合には、灘（転給）される。（共済年金   

のみ。）  

（参考）「転給制度」の事例  

［事例1］   

「遺族」が、①配偶者と②母の場合   

（厚生年金の場合）（共済年金の場合）  

（か 配偶者   

l  

失権（再婚）  

① 配偶者  
・
l
母
・
l
失
 
 

失権（再婚）  

権（死亡）  

［事例2］   

「遺族」が、①子と②母の場合  

（厚生年金の場合）（共済年金の場合）  

Q）子  ①   

l   

失権（18歳到達）②  

子
卜
母
・
l
 
失
 

権（18歳到達）  

失権（死亡）  

－40一   



支給開始年齢早見表  

厚生年金  共済年金  

定額部分  報酬比例部分  坑内員・船員  一般  特定警察職員等  

男子  女子   
部分   男子  女子  定額部分  報酬比例 部分  定額部分：  報酬比例   定額部分  

4．1以前   ¢○  55   00  55   55  55   55  

～昭和8．4．1   ロ  J／         ／／  

～昭和9．4．1   
※  

一昭和10．4．1   ロ  

～昭和11．4．1   

～昭欄＝2．4．1   ロ  

～昭和13．4．1   

～昭和14．4．1   J／     5g  

～昭和15．4．1   

～昭和16．4．1   ロ  00  
～昭和17．4．1   0l  

～昭和18．4．1  

～昭和19，4．1   ¢2  

～昭和20．4．1   ロ  

～昭和21．4．1   03  ロ  ロ  

～昭和22．4．1   ロ  

～昭和23．4．1   ¢4  

～昭和24．4．1   ロ  

～昭和25．4．1   ¢5  

～昭和26．4．1   ロ  

～昭和27．4．1   ロ  

～昭和28．4．1   ロ  

～昭和29．4．1   ロ  

～昭和30．4．1   ロ  ¢5  

～昭和31．4．1   

～昭和32．4．1   

～昭和33．4．1   

～昭和34．4．1   

～昭和35．4．1   

～昭和36．4．1  

～昭和37．4．1   

～昭和38．4．1   ／／         ／／  

～昭和39．4．1   

～昭和40．4，1   ロ  

～昭和41．4．1   

～昭和42．4．1  

昭和8．4．2  

昭和9．4．2～  

昭和10．4．2  

昭和11．4．2  

昭和12．4．2  

昭和13．4．2  

昭和14．4．2  

昭和15．4．2  

昭和16．4．2  

昭和17．4．2  

昭和18．4．2  

昭和19．4．2  

昭和20．4．2  

昭和21．4．2  

昭和22．4．2  

昭和23．4．2  

昭和24．4．2  

昭和25．4．2  

昭和26．4．2  

昭和27．4．2  

昭和28．4．2  

昭和29．4．2  

昭和30．4．2  

昭和31．4．2  

昭和32．4．2  

昭和33．4．2  

昭和34．4．2  

昭和35．4．2  

昭和36．4，2  

昭和37．4．2  

昭和3臥4．2   

－4卜  



※ 支給開始年齢早見表  

支給開始年齢  

月  日  

退棒共済年金   
練上げ退職共済年金   繰上げ退職共済年金  

（自己都合退職〉   （勧奨退職）   

．1以前   5¢   51   4¢   

・昭和丁．7．1   5丁   52   47   

・賠和9．丁．l   58   53   48   

帽闇‖1．丁．l   59   54   49   

生  年  

昭和5．丁．2・－  

昭和丁．丁．2・－  

昭和乱丁．2・－  

※ 勧奨退職の場合、生年月日区分のほか退職日による区分もある。  

・昭和5．7．1以前  「昭和61年4月1日から同年6月30日までの間に退職した者又は昭和5年7月1日以前に生まれた者」  

・昭和5．丁，2一昭和丁．丁．1「昭和61年7月1日から平成元年6月30日までの間に退職した者又は昭和5年7月2日から昭和7年  

7月1日までの間に生まれた者」  

・昭和7．丁．2一時和乱7．1「平成元年7月1日から平成4年6月30日までの間に退職した者又は昭和7年7月2日から昭和9年  

7月1日までの間に生まれた者」  

・昭和乱丁．2一昭和11．丁．1「平成4年7月1日から平成7年6月30日までの間に退職した者又は昭和9年7月2日から昭和11年  

7月1日までの間に生まれた者」  

（参考）自衛官の退職共済年金の支給開始年齢の特例  

区  分   支給間始年齢   

日以前に退潤した書   55歳   

から平成4年6月308までの聞lこ退職した着   56歳   

から平成5年6月30日までの間に退職した着   57歳   

から平成6年6月30日までの聞に退職した者   58歳   

から平成7年¢月30【】までの聞に退精した書   59歳   

平成3年＄月30  

平成3年丁月1日  

平成4年7月18  

平成5年7月IB  

平成6年7月＝日   

－42－  




